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私たちは、下記のように熊本県における受動喫煙防止施策の推進を陳情致します。本趣旨

に賛同し署名をいただいた熊本県民、橋本洋一郎ほか 23,277筆を添えて提出致します。 

 

陳情（要望）趣旨 

 

１．他人の健康を害する受動喫煙曝露を将来完全に「ゼロ」とすることを宣言して下さい。 

２．施策は「分煙」ではなく、世界保健機関が求める「屋内禁煙」を旨として下さい。ただ

し、たとえ屋外であっても、出入口付近の喫煙は建物内にタバコ煙に流入が認められる

ため、出入口付近の喫煙所は設けないようお願い致します。 

３．受動喫煙対策の実施は、①第一段階として教育施設・医療介護施設の敷地内禁煙、官公

庁等の公的施設の屋内禁煙、②第二段階として事業所の屋内禁煙、③第三段階として飲



食店・宿泊施設、その他の不特定の方が集まる施設の屋内禁煙などと、経過と段階を踏

み、県民の理解と協力を得ながら屋内禁煙の施設を拡充していくようお願い致します。 

４．教育施設・医療介護施設についてはその特性を考慮し、敷地内禁煙として下さい。 

５．受動喫煙の防止にはならず、混乱を招きやすく、余分な公的資金の支出を要することに

なる「分煙策」をとらないようにして下さい。 

６．以上のことを実現するために、議会におかれましては必要に応じ、受動喫煙防止条例の

制定など、受動喫煙防止のために必要な諸施策を策定し、実施してください。 

 

以上 

  



陳情（要望）理由 

 

１．受動喫煙の科学 

受動喫煙とは、自らは喫煙しないが、他人のタバコの煙を吸い込んでしまうことを言いま

す。タバコ煙には発がん物質を含む 4000種類以上の化学物質が含まれ、屋内にタバコ煙があ

る空気環境は乳幼児、子ども、妊婦はもちろん、健康な人にも大変危険です。他人のタバコ

煙を吸わされる受動喫煙によって、がん、虚血性心疾患、呼吸器疾患などの健康被害が起こ

ることが明らかにされています 1-4)。 

国立がん研究センターの報告では、国内では年間 6800 人（喫煙者数から県内では年間約

100 人と推計）が受動喫煙のために死亡していると推定されています 5)。 

 

２．受動喫煙対策は県民の８割を占める「非喫煙者保護の視点」から 

熊本県では「喫煙場所の確保・整備による分煙」を進めることとされています（熊本県議

会、2010）6)。主な理由は、a)たばこ事業がたばこ事業法等に基づいている、b)たばこ税は重

要な財源である、c)熊本県には 970戸（2010年当時）のタバコ葉農家がおられ、全国一の産

地である、d)タバコ販売店では、販売を通じて財政に多大な寄与をしている、e)業界は、社

会的責任を果たすべく、成人識別自販機の導入を行い、環境美化活動を継続するなど努力を

している、f)県内の 37万人の喫煙者へ配慮することは行政として当然のことである、とされ

ています。ご所見は主に業界保護の観点によるものと存じます。 

一方、世界保健機関や国立がん研究センターは、「非喫煙者の保護」を最も重要な観点とし

ています 7)。受動喫煙により死亡している人が日本では年間 6800人にもなります 5)。この数

は 2012 年の飲酒運転による交通事故死者数約 4400人の約 1.5倍にもなる莫大なものです。 

熊本県も世界保健機関の考え方と同様、非喫煙者の保護を主たる観点とし、受動喫煙対策

をおこなっていただけることをお願い申し上げます。 

 

３．科学的根拠のない分煙ではなく、科学的検証が確立した建物内禁煙を 

世界保健機関は、唯一の有効な受動喫煙対策は施設内の禁煙であり、たとえ換気を伴うも

のであっても分煙には意味がないことを指摘しています。分煙では受動喫煙対策に意味がな

いことは、微小粒子状物質 PM2.5、尿中コチニン（ニコチンの体内代謝産物）などを用いた様々

な学術的研究でも明らかです 8,9)。 

 

４．出入口付近の喫煙所は撤去を 

出入口付近に喫煙場所を設置すれば、周囲に漂う煙が人の移動に伴い、屋内へ流入し、受

動喫煙が発生します。国も受動喫煙防止の観点から、建物出入口付近の喫煙所を推奨してい

ません 10)。出入口付近の喫煙所は設置しない、あるいは撤去の推進をお願い致します。 

 

５．国内法と国際条約の観点から 

健康増進法 および がん対策基本法においては受動喫煙防止が規定され、日本が批准する

世界保健機関たばこ規制枠組条約においては、屋内の公共の場所でタバコの煙にさらされる



ことのないように立法措置をとることが求められています。 

国内では神奈川県と兵庫県はすでに受動喫煙防止条例を制定しています。 

 

６．受動喫煙防止の効果 

受動喫煙防止の効果が実施前の予測より大きなものであることが各国の受動喫煙防止法制

定後の効果から明らかになっています。熊本県と姉妹提携をしているモンタナ州都ヘレナで

は、6か月間の受動喫煙防止法が制定された結果、心筋梗塞の発生が 4割も減少したことが、

2004 年ブリティッシュ・メディカル・ジャーナル に報告され、受動喫煙防止の効果に世界

中が驚きました 11)。ヘレナでの報告をきっかけにその後多くの都市から受動喫煙防止に関す

る大変好ましい大きな効果が報告されています 12)。 

2012 年発表された 33 件の受動喫煙防止法・45 論文のメタ解析では、受動喫煙防止法施行

前後において、心臓血管系疾患、脳血管疾患、呼吸器疾患による入院が 2～3割減少していま

す 13)。 

本データを適応し、心臓疾患・脳血管疾患において試算すると、十分な受動喫煙対策によ

り、県内心臓病入院数年間 1 万人超のうち約 3000人、脳卒中入院数約 5000人のうち約 1000

人が入院をしなくてもすむ可能性があります。年間推計 4000人超の方の入院が不要となる効

果は莫大であり、このように大きな効果を生む公衆衛生策は他にありません。医療費上、一

人にかかる急性期のみの入院医療費を 100 万円と仮定しても、受動喫煙を防止する措置をと

るだけで、県内において年 40 億円規模の急性期に必要な医療費が削減できる可能性がありま

す。慢性期に必要な医療費を加算すればさらに大きな削減効果が期待されます。 

 

７．受動喫煙防止は９割近くの県民が望んでいる 

熊本県民を対象にしたくまもと禁煙推進フォーラムの調べでは、回答者の 4 割以上が日常

的に受動喫煙に曝露されています（日本禁煙学会雑誌、2012 ）14)。全ての回答者の 87％、

非喫煙者の 94％、過去喫煙者の 91％、また喫煙者であっても 57％が「受動喫煙を迷惑」と

回答しています。受動喫煙対策を求める施設への回答では、医療・介護および教育施設、次

いで公的機関については、終日禁煙を求める意見が多数という結果でした。 

 

８．受動喫煙防止の拡充方法 

上述のように県民の意見を反映させる形で、第一に医療・介護および教育施設、次いで公

的機関、事業所といったように、屋内禁煙の施設を段階的に拡充してください。特に、医療・

介護および教育施設については、その特性から敷地内禁煙とするようお願い致します。 

分煙策は、科学的見地および実態的にも受動喫煙の防止になっていません。余分な公的資

金の出費にもなります。出入口付近を含めた屋内禁煙を順次拡充していく方法はコストパフ

ォーマンスの最もよい施策であり、地方自治法にある「地方公共団体はその事務を処理する

に当っては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるように

しなければならない」の精神とも合致した施策であると考えられます。受動喫煙防止の拡充

にあたっては、分煙策ではなく出入口付近を含めた建物内禁煙策をお願い致します。 
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 受動喫煙防止法はレストランとバーの経営に悪影響を及ぼさない 
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 愛知県：禁煙飲食店普及モデル事業「3ヶ月間の禁煙営業終了後も、来客数、売り上げな

どには影響は見られなかった」 
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